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マクロ的所得分配率に関する一定理
? ?
郎
所得分配の問題はミクロ経済学では限界分析を基礎として完全に確立された
分野であって，多大の成果がおさめられている。しかし，マクロの分野に問題
が移されると，必ずしも満足な結果が得られているとは言い難い。これは以下
に述べる三つの理由によるものと考えられる。第 1は，完全雇用の場合，生産
関数はまさにその点において右側不連続となるのであり，不完全雇用の場合と
同じ意味での限界原理は，採用不可能である。したがって労働の限界生産性が
実質賃金に等しいと言った主張は疑問の余地がある。また一方不完全雇用の場
合にあっては，多くの場合，労働のみならず資本にも不完全利用が見られ，労働
の限界的増加は必ず資本利用量の増加をともなうものであって，また遊休資本
は純理論的には自由財であって生産費には全く影響しない。したがってこの場
合にも労働の限界生産性＝実質賃金，資本の限界生産性＝実質賃料率という限
界原理を単純Iこ適用するのは甚だ危険なように思える。またカルドア(Kardor),
やパシネッティ (Passinetti)に見られる分析は分配率に関連して多くの重要な
結果が得られたが，それは分配率，貯蓄率，及び成長率の関係をのべたに過ぎ
ず，ひるがえって，では分配率が何によって決まるかということになれば何ら
説明がない。以下は限界原理に対して若干の拡張を試み，分配に関して，より
現実的なモデルヘの一つの接近を試みたものである。
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自からの判断で意志決定を行うものを経済主体と名づけ，その数をN個とす
る。これを二つのグループに分け資本を提供し，企業の経営によって利潤の最
大を求めることにのみ関心を持つグループを企業家＊（資本家），労働を提供して
最大の賃金を得ることに関心を持つグループを労働者と呼ぶこととする。現実
ではこの二つの部分集合が重復する場合も考えうるが，ここでは完全に分離し
ているものとする。生産関数はコプ＝ダグラス関数を採用する。ここで賃金は
雇用主と被雇用者側との賃金交渉を通じて決定されるのであって限界生産性は
賃金の決定に関して主要な意味を持たず，生産関数はただ単に投入量が与えら
れれば産出しうる最大産出量を示す技術的関係を述べたものであるとする。従
って分配は次に定義される特性関数vによって決定されるものとする。
定義 1 
特性関数とは S!;;;Nに対して，ある実数値を対応させる関数であって， v(S)
は生産への参加者の集合Sが獲得可能な保証水準の最大値である。なお空集合
¢ については， v(tf>)=0と規定する。 RSN,SSNであって， RnS=t/>の場
合，超加法性
v(RUS)~v(ll) +v(S) 
が満足されるものとする。
定義 2 
(1) 
各主体の獲得しうる利得をベクトルか=lx1,x2, ・・・，“』|で示すこととすれ
ば，これはn次元ユークリッド空間の 1点であり，次の条件を満たす時は帰属
(imputation)と呼ばれる。
ダ;?:v({i}) i=l,2,・・・,n (2) 
＊このような主体は資本家と呼ぶべきであろうが，マルクス経済学的解釈との連想を避け
るため，敢えて企業家という用語を使用した。
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” 工出=v(N)
•=1 
(3) 
われわれは(2)式の帰属を個人的合理性， (3)式のをグループ合理性，あるいは
バレート最適と呼ぶことができよう。ここに定義された特性関数を基礎として
導かれる価値関数 y(v)は次の三つの仮定を満足するものとしよう。
仮定 1 
企業家間，及び労働者間で生産に参加するメンバーの順序及び主体が入れ替
ったとしても価値関数 ,f,(v)の値は何ら変化しない。ただ，参加する企業家及
び労働者の人数が変化した時にのみ ,f,(v)の値は変化する。従って，各グルー
プの中では全ての主体は全て平等であって，個人の能力の差はないものとする。
（平等性の仮定）
仮定 2 
個々の主体が生産に参加して得られると考えられる収入は合計すると参加者
の集合の収入，すなわちその産出量に等しい （収入の分割可能性）。 すなわち，
サ心）＋…++.(v)=+(v(S)) (4) 
ただし ,fr;(v)は第i番目の主体の獲得しうる所得である＊。
仮定 3 
も(v)と ,fr,(w) がそれぞれ相異なるルールによる賃金交渉により獲得しう
る第 i番目の主体の所得であるとしよう。ここで
も(v)>も(w)
であれば
,fr,(vUw) =,fr,(v) (5) 
* ,fr; については(6)式で定義される。
?
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以上の三つの仮定が満足されるならば第 i番目の主体の得る所得は，ある主
そうでな体が賃金交渉に参加した場合， そのグループが獲得しうる所得から，
い場合にそのグループが獲得しうる所得の差として示される。即ち
"f'i(v)= I: rN(S) 〔v(S)-v(S-{i})〕
Ss;N 
rN(S) (S-1)! (N-S)! N! (6) 
ただし， Sは雇用された経済主体の集合であり， Nは完全雇用の場合の主体全
体の数である。（〔2〕参照）
さて， ここでまず資本と労働は代替可能であり，生産関数がコプ＝ダグラス
形のものであるとしよう。そうすると産出量0は次の式で示され，またこれは
,fr(v(S))に等しくなければならない。
O=AK"'Lfl (A, ct, /iは定数）
,f,(v(S) = I:; ,f,;(v(S)) =AK"'LI> 
iES 
(7) 
(8) 
ただしKは資本ストックであり， Lは労働量である。ここで現実の資本ストッ
クに遊休部分が生じるような事態となっても，企業家には外見上把握しうるよ
うな失業は生じ得ず，また両生産要素の代替可能性により，産出量の増滅は雇
用労働量によってのみ行われる。このことは不完全雇用の状態では (8)式によ
り，賃金交渉における労働者側の圧力が低下するが，一方企業家の側ではそう
でないことを意味する。ここで企業家グループ全体の所得を 1f'Kで示せば， (6)
式から
1 I 1 I 1 虹＝立。AK"'LP→f。AK"'ぴdL=l +fi゜ (9) 
が成立する。ただし， ここでKは一定であり， lは投下労働量である。また労
働者グループ全体の所得Y"Lは
和小― lら）0=丑0
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となる。したがって，以上の仮定の下では次の定理が成立する。
?
定理
コブ＝ダグラス形生産関数の下では，交渉により賃金が決定される場合であ
っても，産出量水準の如何にかかわらず，企業家全体と労働者全体へとの所得
の分配率は一定である。
参考文献
〔1〕 Luce, R., and H. Raiffa (1957) 
Games and Decision, New York ; John Wiley. 
〔2〕 Shapley, L. S. (1953) 
• A Value for n-PersonGames," in H. W. Kuhn and A. W. Tucker, eds., 
Contributions to the Theory of Games JI, Princeton; Princeton University 
Press, pp. 307-317. 
〔3〕鈴木光男編著 (1973)
「ゲーム理論の展開」東京東京図書
〔4〕 Telser, Lester G. (1971) 
Competition, Collusion, and Game Theory, London; Macmillan. 
?
